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基本方針Ⅱ 評 価

キャリア教育の推進
○

評 価
１ 郷土愛を軸としたキャリア教育の推進

B

目指すもの

児童生徒がふるさと新潟で夢をかなえるため、ふるさとへの愛着や誇り

と、自分の将来を設計し、自立して生きていく力をはぐくみます。

〔ここに注目！！〕

・産業界等と連携してキャリア教育ＤＶＤ「夢サポート」を作成・配布

展 ① 早期からの一貫したキャリア教育の推進

開 ○ 自分の将来を設計する力を育成するためには早期からの一貫した教

方 育が必要となることから、「キャリア教育小中高連携協議会」を実施

向 し、小･中･高等学校の連携を一層強化する。

○ 各教科等すべての教育課程でキャリア教育を推進する体制を整える。

○ 児童生徒が自らの生き方を考え、自分の将来を設計できるようにす

るため、上級学校見学や学校説明等の一層の充実を図る。

１ 「キャリア教育小中高連携協議会＊」の開催

執 11月～12月 上・中・下越・佐渡５会場で開催 359人（H25:395人）

行 ＊キャリア教育小中高連携協議会

の 小・中・高等学校が家庭・地域・産業界と

状 連携し、一貫してキャリア教育に取り組むた

況
め、各学校のキャリア教育担当者・地域産業

界関係者等が参加し、講演や協議を実施

２ キャリア教育に関する計画の整備促進

・全体計画の見直し促進

小学校 97.4％（H25:96.7％）

中学校 95.4％（H25:97.1％）

・年間指導計画の作成促進

小学校 58.8％（H25:56.9％） ※H25・26 小・中学校教育課程の編成

中学校 79.2％（H25:45.4％） 実施状況等に関する調査より
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３ 上級学校見学の実施

・すべての高等学校で中学生を対象とした学校訪問を受入

４ 体験入学及び学校説明会の開催

・体験入学

すべての高等学校で、中学生を対象とした体験入学を実施

・県立専門高校メッセ

専門高校、総合高校の理解を深める機会とするとともに、中学生の

進路選択の一助とするため開催

「ながおかﾊｲｽｸｰﾙｶﾞｲﾀﾞﾝｽ」と同時開催し、普通科高校も参加

８月６日 アオーレ長岡

参加 中学生、教員、保護者等1,724人（H25：961人）

【県立専門高校メッセ】 【体験入学の様子】

【成果】◇ 年間指導計画を作成した中学校の割合が上昇する（前年度比

評 ＋33.8％）など、すべての教育活動を通じてキャリア教育に取

り組む意識や体制が整ってきている。

価 ◇ 県立専門高校メッセに参加した中学生の98.3％が、「進路選

択の参考となった」と回答した。高校選択の機会を提供すると

ともに、地域や仕事への理解を深め、社会人としての在り方・

生き方について考えさせることができた。

【課題】◇ キャリア教育に係る学びの履歴が記録され、進学先に引き継

がれるような手立てが必要である。

◇ 「県立専門高校メッセ」の内容を、高等学校卒業後の進路を

具体的に見通せるようなものとなるよう、検討する必要がある。

今 ○ 児童生徒一人一人の学びの履歴を蓄積し、小・中・高等学校で一貫し

後 たキャリア教育を推進するため、キャリア教育カルテ等を作成し、モデ

の ル的に取り組む。

対 ○ 専門学校等上級学校や企業等への参加の働きかけを一層進めるととも

応 に、「県立専門高校メッセ」の内容をより充実させる。
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展 ② 郷土への貢献意欲を高める教育活動の充実

開 ○ 郷土を理解し、郷土への貢献意欲を醸成するため、郷土や職業に関

方 する視聴覚教材を作成・配布し、各教科及び総合的な学習の時間等で

向 の活用を推進するとともに、郷土の伝統文化、自然や歴史等について

学んだことを発表する機会を設定する。

１ キャリア教育ＤＶＤ「夢サポート」の制作・配布

執 ・各業種の関係団体等との協働により、

行 各業種の魅力、働く人の思いややり

の がいを伝えるＤＶＤ「建設業編」

状 「医療編」「介護福祉編」を制作

況 ・中学生がナビゲーターとなり、各業

種の仕事を見学・体験、働く人への

インタビューを実施

・県内すべての小・中学校及び中等教 【キャリア教育ＤＶＤ「夢サポート」】

育学校、公共図書館に配布

２ 「学校教育の重点」において「郷土

愛を軸としたキャリア教育の推進」

を重点事項に位置付け、以下の取組を

進めた。

・全校でキャリア教育を推進する

体制づくり

・ふるさとへの愛着や誇りを育む

教育活動の充実

・家庭、地域、産業界と連携した 【ふるさとへの愛着や誇りを育む教育活動

取組の推進
観光ガイドの様子】

【成果】◇ 産業界等と連携してキャリア教育ＤＶＤを作成・配付した。

評 ◇ 地域貢献意欲を高める活動の重要性が認識され、ふるさとへ

の愛着や誇りを育む体験活動を実施した学校が90％前後となっ

価 た。 小学校95.5％ 中学校89.6％

※H26 小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

【課題】◇ 配布したキャリア教育ＤＶＤ「夢サポート」の活用を促進す

る必要がある。

今 ○ 強調月間を設け、キャリア教育ＤＶＤを活用した授業の実施を推進す

後 るとともに、新たな業種について制作・配布する。

の ○ 地域の貢献意欲を高める活動をとおして学んだことを発表し、他市町

対 村と交流し学び合う機会を設ける。

応
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展 ③ 社会のニーズを踏まえた教育活動の充実

開 ○ 児童生徒に働くことの意義を理解させるため、職場体験日数の延伸

方 や地域行事等でボランティア活動に取り組む体制の構築に取り組む。

向 ○ 知識や技術・技能を有する人材育成と職業意識の醸成のため、高等

学校において、専門高校におけるデュアルシステムの充実を図る。

④ 家庭・地域・産業界との連携

○ 児童生徒に早期から、自分の将来を設計することの意義を理解させ

るため、家族と話し合う場を設定するとともに、地域・産業界と連携

して、講演会やキャリア教育フォーラムを開催する。

１ キャリア教育推進会議＊の開催

執 ・キャリア教育の方向性や事業推進に係る諸課題について協議

行 第１回 平成26年７月15日 第２回 平成27年２月６日

の ・受入事務所確保に向けた協力を依頼

状 ＊キャリア教育推進会議：家庭・地域・産業界と一体となって組織的・系統的なキ

況 ャリア教育を推進するため、学識経験者・産業界関係者・学校関係者等で構成

し、協議・意見交換等を実施

２ 「未来への扉を開くキャリア教育推進事業」の実施

下記の内容に取り組む４市町村を支援

・感動！５日間の職場体験

職場体験活動の実施日数を延伸

・夢発見、ジョブチャレンジ

地元の事業所や行事等でのボランティア

活動 ４市町村で111回実施

・子ども参観日 【中学生の職場体験活動の様子】

８月に６事業所で実施 小・中学生等43人参加

３ キャリア教育フォーラムの開催

・「キャリア教育フォーラム2014（講演会）」

７月31日 県庁で開催 教職員等125人参加

・「生徒のためのキャリア教育フォーラム」

12月に県内５会場で開催 中高生等1,500人

参加

４ 体験活動の充実 【子ども参観日の様子】

・インターンシップ １～３日間

すべての県立高等学校、県立中等教育学校で実施

・デュアルシステム＊ 10日間、県立学校12校（参加生徒89人）で実施

＊デュアルシステム：学んでいる専門教科に関係する業務を行う企業において、一

定期間取り組む現場実習
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５ 家庭・地域・産業界と連携した取組の推進

・家庭・地域・産業界と連携し、職場体験活動・インターンシップ等の

受入事業所を拡大

・地域キャリア教育推進協議会を設置し、インターンシップ受入を地域

産業界に働きかけるなど、地域と一体をなったキャリア教育を推進

【成果】◇ 勤労観・職業観の育成が図られている。

評 ＜将来就きたい仕事のイメージを持っていると回答した割合＞

中学２年 71.1％（H25:68.8％）

価 ※中学校卒業後の進路に関する調査（全数調査）より

＜将来就きたい仕事について、具体的に考えていると回答した割合＞

高校２年 77.4％（H25:76.3％）

※学校生活等に関する意識調査（全数調査）より

◇ 「子ども参観日」は、児童生徒が、働くことや生きることへ

の関心を高め、将来について家族と話し合うきっかけとなった。

◇ 「生徒のためのキャリア教育フォーラム」に参加した中学生

の90％が内容に「興味が持てた」と回答した。キャリアプラン

ニングの意義を理解し、将来に対する目的意識を持ってもらう

ことができた。

◇ 普通科において、初めて組織的に学年単位で事業所等におけ

るインターンシップを実施した。

新津高校（２学年 273人） 村松高校（２学年 104人）

◇ 専門科目の学習内容を活かしたデュアルシステムの受け入れ

先が自治体、大学等に拡大した。

【課題】◇ 職場体験活動やインターンシップ、デュアルシステム、ボラ

ンティア活動等の受入事業所をさらに拡大する必要がある。

◇ 早期から自分の将来について考えさせるために家族と話し合

う機会を設定する必要がある。

今 ○ 「新潟県キャリア教育推進会議」において、引き続き産業界等との連

後 携の強化を図る。

の ○ キャリア教育推進事業の実施市町村を拡大するとともに、職場体験活

対 動を５日間実施することの意義を伝え、職場体験活動実施日数の延伸を

応 図る。

○ 子どもの将来について家族で話し合う機会を増やすため、「子ども参

観日」を、県内の事業所で広く実施する。

○ インターンシップ受入れ事業所等のデータベース構築やキャリアアッ

プコーディネーター等の活用により、高等学校普通科におけるキャリア

教育の推進を図る。
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評 価
２ グローバル化に対応した教育の推進

B

目指すもの

日本人としてのアイデンティティや日本の文化に対する深い理解を前提
として、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主体性・積極性、国際

理解の精神等を身に付け、様々な分野で活躍できるグローバル人材の育成

を目指します。

〔ここに注目！！〕

・県内大学留学生ふれあい事業 留学生43人を高校等13校に招致、合計80回実施

展 ① 教員の英語力と指導力の向上

開 ○ 英語教育推進リーダーの養成や外部検定試験等の活用を通じ、英語

方 教員の英語能力と指導力を高める。

向 ② 効果的な授業づくり

○ 小学校では、コミュニケーション能力の素地を作る授業づくりを支

援するとともに、中学校・高等学校では、４技能のバランスを重視す

るととも、コミュニケーション能力の育成に向けた指導を行う。

③ 小・中・高の教員の相互理解

○ 小・中・高の教員の指導内容、指導方法の相互理解や学習到達目標

等の共有により、一貫した英語の指導体制を構築する。

１ 「外部専門機関と連携した英語指導力向上事業」の実施

執 英語教育の推進リーダーとなる人材（８人）を中央研修に派遣した。

行 英語教員中核者研修の実施：義務４回 高校12回

の

状 ２ 外部検定試験の受験の推奨

況 教員の英語力向上のため、英語検定の受験料を補助し、受験を促した。

合格者数/補助対象者数 １級 ０/23（人） 準１級 ６/22（人）

３ 効果的な授業づくりに向けた小・中・高の連携等

・「外国語教育担当教員研修集会」の実施 ５会場 214人

小・中の校種間連携、CAN-DOリスト＊の作成等

＊CAN-DOリスト：学習到達目標を、英語の４技能を用いて「～することができる」

という形で設定したもの。
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・「外国語教育推進モデル地域事業」の実施

吉田中学校及び校区内小学校４校

小学校英語の教科化に向けた実践研究

小・中を通したCAN-DOリスト作成の研究

・村上地区における異校種間連携事業（ハブスクール事業＊）の実施

小・中・高の教員による相互の授業参観と協議会 年６回
＊ハブスクール事業：地域の高校を拠点（ハブスクール）とし、英語による表現

力や発信力の向上を目指した小中高の連携モデルの構築を目指す事業。

・ＡＬＴの活用

すべての県立高等学校と中等教育学校でＡＬＴを活用

【成果】◇ 英語教育推進リーダーを中心とした研修体系の基盤をつくる

評 ことができた。

◇ 外国語教育推進モデル地域事業で、年間を通じて小・中の研

価 究内容等の情報交換をし、相互の授業改善につなげた。

◇ ハブスクール事業をとおして、村上地区の小・中・高の教員

が、各校種における目標や課題を理解することができた。

【課題】◇ 教員の英語力の状況が国の目標値に到達していない。

※国が求める英語力：英検準１級、TOEIC730点以上等

国の目標値（H29） 中学50.0％ 高校75.0％

全国平均値（H26） 中学28.8％ 高校54.4％

本県達成値（H26） 中学27.6％ 高校60.2％

※H26 英語教育実施状況調査より

◇ ハブスクールの取組を他地域にも普及させる必要がある。

◇ 小学校英語の教科化を見据えた研修や実践を拡充することが

必要である。

◇ 国により各学校に求められているCAN-DOリストによる学習到

達目標の設定率が中学校で低い。

中学校 19.8％ 高等学校 95.1％
※H26 英語教育実施状況調査より

今 ○ 英語教育推進リーダーを中心に、県内英語教員の指導力を高める機会

後 を今後も設定する。

の ○ 教員の英語力向上のため、外部検定試験の活用を引き続き推奨する。

対 ○ ハブスクールフォーラム等を通じ、事業の成果の普及を図る。

応 ○ 「外国語教育推進モデル事業」の継続的に実施する。

○ 市町村教育委員会、校長等への働きかけや研修等を通じて、中学校に

おけるCAN-DOリストによる学習到達目標の設定を促す。
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展 ④ 国際理解教育の推進

開 ○ 郷土に愛着と誇りをもつとともに、グローバルな視点を持った人材

方 の育成を図る。

向 ○ 世界の中での日本を再認識できるよう、県内外国人留学生と交流す

る機会を充実させる取組等により、国際理解教育を推進する。

１ グローバル人材育成推進会議の開催

執 ・本県の目指すグローバル人材育成に向けて、広く提言をもらうため有

行 識者による会議を立ち上げた。 年２回開催

の ２ 国際理解教育推進に関わる事業（高校生、中等教育学校後期生対象）

状 ・グローバル人材の育成に係る取組

況 イングリッシュセミナー（８月） 163人（H25：163人）

スピーチコンテスト（10～11月） 予選62人（H25： 54人）

・県内大学留学生ふれあい事業

県立高等学校及び中等教育学校13校に43人の留学生を派遣し、交流

活動を実施した（合計80回）。

・国際文化交流促進費補助金事業（国委託事業）

高校生を対象に留学経費の一部を助成 ５人（H25：４人）

・海外修学・研修旅行の実施

修学旅行 ７校 研修旅行 32校

・高校生東アジア派遣・研修推進事業 64人（H25：61人）

・グローバル人材育成の拠点校（国際情報高校）の取組

７人の講師が延べ61時間の講演を行った。

【成果】◇ グローバル人材育成推進会議において、長期的な視点から人

評 材育成の在り方を検討することができた。

◇ ３か月以上留学した高校生が増加した。 25人（H25：18人）

価

【課題】◇ 語学力、思考力及び表現力の向上のため、高校生が異文化を

体験できる機会を一層充実させる必要がある。

◇ 海外修学旅行等の実施にあたり、生徒の安全確保について、

一層の対応が必要である。

今 ○ 思考力や表現力の向上を図るため、英語の授業において、発表や討論

後 などを加えた言語活動を多く取り入れるとともに、異文化体験ができる

の 機会を拡充する。

対 ○ 「高校生東アジア派遣・研修推進事業」の活用を働きかける。

応 ○ 安全を確保しつつ、積極的な海外渡航を推進するため、関係機関と連

携し情報共有を図る。
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評 価
３ ＩＣＴ教育の推進

B

目指すもの

急速に展開するＩＣＴ社会に的確に対応できるよう、ＩＣＴを適切かつ主体的・積

極的に活用できる児童生徒の育成を目指します。

ＩＣＴを活用して、児童生徒に分かりやすい授業を実施するとともに、個別学習

や協働学習を通じて、 児童生徒の主体的な学びを促します。

〔ここに注目！！〕

・「授業中にＩＣＴを活用して指導できる」と回答する教員が約70％

展 ① 教員の指導力向上に向けた取組の推進、ＩＣＴの活用例の周知

開 ○ 県内のすべての学校でＩＣＴを活用した効果的な授業が行われるよ

方 う、基本的な知識や活用方法に係る研修や好事例等の紹介によりＩＣ

向 Ｔ活用指導力を高める。

② 情報モラル等を身に付ける教育活動の推進

○ 児童生徒が、情報モラル、著作権、情報セキュリティー・ネットト

ラブル等について、知識や技術を確実に身に付けられるよう、取組を

進める。

③ 教育の情報化の促進

○ ＩＣＴの活用が効果的に進められるよう、県立教育センターが中心

となって活用促進に向けた計画を策定し、効果的なＩＣＴ活用の環境

整備や活用方法について、各市町村への情報提供を行う。

１ リーダー育成研修の実施（教員対象）

執 ・ＩＣＴを活用した授業づくりリーダー養成講座 ３回 12人受講

行 ２ 活用推進講座の実施（教員対象）

の ・ＩＣＴの活用の推進を図る講座 ２回 35人受講

状 ３ 活用促進のためのガイドラインの周知

況 ・「教育分野におけるＩＣＴ利活用促進のための情報通信技術面に関す

るガイドライン」を各学校に周知

４ ＩＣＴ活用のための指導書等の周知

・国の学びのイノーべーション事業による実証研究報告書「ＩＣＴを活

用した指導方法」「ＩＣＴを効果的に活用した子供たちの主体的な学

びの実現へ」等の指導用冊子を周知
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５ 各種研修会への参加の呼びかけ

・「メディア教育指導者講座」等の研修会への参加要請

６ ネットトラブルに係わる講座の実施や周知

・情報モラルに係るネットトラブル対応講座（教員対象） 参加17人

・インターネットやコンピュータを安心、安全に使うことを学ぶ講座

「e-ネットキャラバン」について各市町村に周知

【情報モラルに係るネットトラブル対応講座（県立教育センター）】

【成果】◇ 「学校における教育の情報化実態調査」において、教員の

評 ＩＣＴ活用指導に関する肯定的回答が増加している。

・児童・生徒のＩＣＴ活用を指導できる。

価 H25 67.2％ → H26 68.7％

・授業中にＩＣＴを活用して指導できる。

H25 69.9％ → H26 72.3％

◇ ネットトラブル防止教室の実施、技術・家庭科での著作権に

関する授業の実施等、情報モラル等を身に付ける実践に取り組

む学校が増加してきている。

・情報モラルなどを指導できる。

H25 77.3％ → H26 79.2％

【課題】◇ 校内外の研修の機会を増やし、現在70％程度である職員の

ＩＣＴの活用指導力の向上が必要である。

◇ インターネット等の危険性を体験的に学習する機会を多く設

定していく必要がある。

◇ どのように授業改善ができるのかを考えて、ＩＣＴ機器を導

入していくよう周知する必要がある。

今 ○ 教員のＩＣＴ活用指導力の向上を図る研修講座を引き続き実施する。

後 ○ 小・中・高等学校の先進実践事例等の情報を提供していくとともに、

の 自校の取組に生かすよう働きかけを行う。

対 ○ 情報モラルに関する研修会に積極的な参加を促すとともに、情報通信

応 技術の危険性を体験的に学べるような機会を設定するよう働きかける。
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評 価
４ 持続可能な社会を構築する教育の推進

B

目指すもの

持続可能な社会を構築するために、環境教育を中核としたＥＳＤ(持続発

展教育)を推進し、環境の保全やよりよい環境の創造に貢献できる実践的な

態度と資質能力を育成します。

〔ここに注目！！〕

・水俣病関連資料集等を活用した学校の割合が増加

展 ① 環境教育を中核としたＥＳＤ(持続発展教育)の促進

開 ○ 各学校のＥＳＤの取組の充実のための情報提供や身近な自然環境を

方 対象とした体験活動や地域の人材、施設を活用した取組を支援する。

向 ② 新潟県独自の環境教育の推進

○ 「にいがたスクールエコ運動」が一層充実するよう、各学校の特色

ある活動事例の情報提供、及び「新潟水俣病学習」を推進するため、

指導、支援に努める。

③ ユネスコスクールへの加盟促進

○ ＥＳＤの推進拠点となるユネスコスクールの加盟促進を目指す。

１ 環境教育を中核としたＥＳＤの促進

執 (1) 身近な自然環境を対象とした体験活動の推進

行 ・県内の特色ある取組をホームページ上で

の 広く周知 ６校

状 ・「魚沼から行く尾瀬」環境学習プログラム

況 参加 14校725人

(2) 高大連携による環境教育の取組

・ＳＳＨ(ｽｰﾊﾟｰｻｲｴﾝｽﾊｲｽｸｰﾙ)指定校が

大学と共同で環境教育に取り組む。

新潟県トキ野生復帰プロジェクト研修 （新潟南高校、新潟大学）

マレーシア研修を行い、現地の大学で熱帯植物の調査や水質調査

を実施 （新発田高校、マラヤ大学）

２ 新潟県独自の環境教育の推進

(1) 「にいがたスクールエコ運動」の継続

・県内の小・中学校での取組を公募し、ホームページに掲載 14校

【「魚沼から行く尾瀬」自然体験学習】
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【田井小学校「みつば太鼓」の発表】

(2)「新潟水俣病学習」の推進

・「新潟水俣病教師用指導資料集」を活用した学習を教育課程に位置

付けるなど新潟水俣病学習の周知

・教育月報や環境教育ホームページ上での実践事例の紹介 ３校

３ ユネスコスクール加盟校における活動をホームページで紹介

・小・中学校および特別支援学校の加盟校の取組を紹介

【成果】◇ 「にいがたスクールエコ運動」の取組の成果を生かし、学校

評 における省エネ、省資源、リサイクル活動、環境保全活動の取

組を継続していると回答した割合が増加した。

価 小学校 H25 68.6％ → H26 70.4％

中学校 H25 67.8％ → H26 70.5％

◇ 「新潟水俣病教師用指導資料集」やリーフレット「新潟水俣

病が教えてくれたもの」を活用した学習を行ったと回答した割

合が増加した。

小学校 H25 58.7％ → H26 65.2％

中学校 H25 28.2％ → H26 40.5％

※いずれもH26 小・中学校教育課程の編成・実施状況等に関する調査より

【課題】◇ ＥＳＤがすべての学校の取組となるよう関係機関との連携を

図り、取組を拡充させる必要がある。

◇ 「新潟水俣病学習」がさらに多くの学校で実施されるように

する必要がある。

◇ ユネスコスクール加盟校が669校中22校と少ない状況にある。

今 ○ ＥＳＤについて周知し、関係機関やＮＰＯ等と連携・協力しながら、

後 今後もそれぞれの地域や学校の実情に即した取組を推進していく。

の ○ 「県立環境と人間のふれあい館」の見学や、リーフレット「新潟水俣

対 病が教えてくれたもの」を活用しての新潟水俣病学習を一層推進する

応 ○ 市町村教育委員会と連携し、ＥＳＤの推進拠点となるような学校実践

を掘り起こし、ユネスコスクール加盟を働きかける。

【「県立環境と人間のふれあい館」での学習】


